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第５章 計画の推進と不断の見直し                     

１．市の他の計画の見直し 

本計画を基本として、国土強靱化に係る市の他の計画について、毎年度の施策の進捗状況等によ

り、必要に応じて計画内容の修正の検討及びそれを踏まえた所要の修正を行うこととします。 

 

２．計画推進期間及び見直し 

今後の国土強靱化を取り巻く社会経済情勢等の変化や施策の進捗状況等を考慮し、計画の推進期

間は、当初の計画期間を令和３年度から令和６年度の４年間とし今回の改定では、令和 7 年度から

令和 10 年度までの 4 年間としましたが、毎年度の施策の進捗状況等により、必要に応じて見直す

こととします。 

本計画の策定のために実施した脆弱性評価は、市が実施し、又は把握している施策等を基に行っ

たものであり、今後、県や民間事業者等が独自に行っている取組等も評価の対象とすることを検討

する必要があります。また、災害の個別事象について地域ごとの災害の起こりやすさや被害の大き

さ等を考慮したリスクシナリオに基づく脆弱性評価を検討する必要があります。 

このため、これらの脆弱性評価に関する課題への対応の充実度合いに合わせて、本計画の修正の

検討及びそれを踏まえた所要の修正を行うこととします。 

 

３．施策の推進と重点化 

（１）施策の進捗管理と PDCAサイクル 

本計画の推進方針に基づく各種施策については、本市の分野別計画と連携しながら、計画的に推

進するとともに、進捗管理及び評価を行います。 

本計画では、毎年度、それぞれの施策について、進捗管理を行うとともに、PDCA サイクルによ

り、取組の効果を検証し、必要に応じて改善を図りながら、安心で暮らしやすいまちづくりを進め

ていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図：PDCA サイクル  
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（２）施策の重点化 

限られた資源、財源の中で効率的・効果的に本市の強靱化を進めるためには、施策の優先順位付

けを行い、優先順位の高いものについて重点化しながら、取組を進める必要があります。 

国の基本計画においては、35 の「起きてはならない最悪の事態」（リスクシナリオ）ごとに、事

態回避のための府省庁横断的な施策グループごとの推進方針を示しています。 

また、県では基本計画を踏まえつつ、40 のリスクシナリオを設定し、そこから 13 の重点化すべ

きプログラムを選定しています。 

本計画においては、国・県のリスクシナリオを参考に、本市の特色等を勘案し、23 のリスクシ

ナリオに整理・統合等を行った上で、脆弱性評価を行い、施策の推進方針を策定しています。これ

ら 23 のリスクシナリオに対応する施策群を構成する基本項目を対象に、以下に示す視点を基に、

緊急性や優先度を総合的に判断し、11 の重点化すべき施策群（重点プログラム）を設定していま

す。 

この重点プログラムについては、その重要性に鑑み、進捗状況等を踏まえつつ、更なる重点化を

含め、取組の一層の推進に努めるものとします。 

 

表：重点化の視点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

重点化の視点 説明 

影響の大きさ 
当該施策を講じない場合、大規模自然災害の発生時において、

「生命・財産」や「社会経済システム」にどの程度影響を及ぼすか 

緊急度 当該施策の緊急性がどの程度高いか 

施策の進捗 
当該施策に係る指標（現状値又は目標値）等に照らし、施策の進

捗を向上させる必要がどの程度あるか 

平時の効用 
当該施策が大規模自然災害の発生時のみならず、地域活性化や産

業振興など平時の課題解決にも有効に機能するか 

国全体の強靱化への寄与 
当該施策が南海トラフ地震など県外における大規模災害のリス

ク低減にどの程度寄与するものか 
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表：リスクシナリオごとの 重点化すべき施策群（重点プログラム） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）プログラム推進上の留意点 

「プログラム」は、市の部局等横断的な施策群であり、いずれも一つの担当部局の枠の中で実現

できるものではありません。 

このため、関係する部局や県等において推進体制を構築して、データや取組内容を共有するなど

施策の連携を図るものとします。 

また、PDCA サイクルの実践を通じて限られた資源を効率的に・効果的に活用し、ハード対策と

ソフト対策を適切に組み合わせながらプログラムを推進するなど、本計画の目標の実現に向けてプ

ログラムの実行性・効率性が確保できるよう十分に留意します。 

事前に備えるべき目標 起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ） 

1 
大規模自然災害が発生したときでも人

命の保護が最大限図られる 

1-1 
地震による建物等の倒壊や火災による死傷

者の発生 

1-2 
異常気象等による広域かつ長期的な市街地

等の浸水 

1-3 土砂災害等による死傷者の発生 

1-4 
情報伝達の不備等による避難行動の遅れ等

で多数の死傷者の発生 

2 

大規模自然災害発生直後から救助・救

急、医療活動等が迅速に行われる（そ

れがなされない場合の必要な対応を含

む） 

2-1 
被災地での食料・飲料水等、生命に関わる物

資供給の長期停止 

2-2 
自衛隊、警察、消防等の被災等による救助･

救急活動等の絶対的不足 

3 
大規模自然災害発生直後から必要不可

欠な行政機能は確保する 
3-1 

市の職員･施設等の被災による機能の大幅な

低下 

4 
大規模自然災害発生直後から必要不可

欠な情報通信機能は確保する 
4-1 

情報通信の麻痺・長期停止により災害情報が

必要な者に伝達できない事態 

5 
大規模自然災害発生後であっても、経

済活動の早期復旧を図る 
5-2 食料等の安定供給の停滞 

6 

大規模自然災害発生後であっても、生

活・経済活動に必要最低限の電気、ガ

ス、上下水道、燃料、交通ネットワー

ク等を確保するとともに、これらの早

期復旧を図る 

6-4 地域交通ネットワークが分断する事態 

7 制御不能な二次災害を発生させない 7-2 農地・森林等の荒廃による被害の拡大 

 


